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１．教育投資の全体状況
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【全教育段階】公財政教育支出の対ＧＤＰ比（2009年）

OECD平均 5.4％

3.6％

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

3.8％

（単位：％）

OECD平均 5.8％

○我が国の公財政教育支出の対ＧＤＰ比は、いずれの学校段階でも国際的に低い。

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政出を指す。 （出典）「図表でみる教育（2012）」（OECD）より作成。

（出典）OECD『図表でみる教育』各年版

○我が国の公財政教育支出（機関補助）は平成２１年度は3.6％であり、平成２０年度の3.3％から0.3ポイント増加しているが、これは
主にGDPが下がったためである。平成２０年に起きた金融危機の影響により、この間、多くの国で同様のGDPの下落が見られた。

◆全教育段階における経年変化（公財政教育支出、機関補助のみ）

（単位：％）

２

（単位：％）

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

３．５ ３．４ ３．３ ３．３ ３．３ ３．６日本

５．０ ５．０ ４．９ ４．８ ５．０ ５．４ＯＥＣＤ平均
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【就学前教育段階】公財政教育支出の対ＧＤＰ比（2009年）

0.10％

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

0.1％

OECD平均 0.6％

OECD平均 0.47％

３

（単位：％）

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）「図表でみる教育（2012）」（OECD）より作成。



0   

0   

0   

0   

0   

0   

0   

アイ スランド
デ

ンマー
ク

アイル
ランド

ニュ ー
ジー

ランド
イ ギ

リス
ベ

ル
ギ

ー
スウ

ェー
デ

ン
ノル

ウ
ェー

エストニア
フィンランド

ポ
ル

トガル
アメリカ

イ スラエル スイ ス
フランス

オー
ストリア
オランダ

ＯＥＣＤ平
均

オー
ストラリア
スロベ

ニア 韓
国

ポ
ー

ランド
メキ

シコ
イ タリア

ル
クセンブル

クカナ
ダ

スペ
イ ン

ハ
ンガリードイ ツ チリ

スロバ
キ

ア 日
本

チェコ

0.0   

1.0   

2.0   

3.0   

4.0   

5.0   

6.0   

デ
ン

マ
ー

ク
ア

イ
ス

ラ
ン

ド
ア

イ
ル

ラ
ン

ド

ニ
ュ

ー
ジ

ー
ラ

ン
ド

ノ
ル

ウ
ェ

ー
イ

ギ
リ

ス

ス
ウ

ェ
ー

デ
ン

ベ
ル

ギ
ー

エ
ス

トニ
ア

フ
ィン

ラ
ン

ド
ポ

ル
トガ

ル
ア

メ
リ

カ
オ

ラ
ン

ダ
オ

ー
ス

トリ
ア

フ
ラ

ン
ス

ス
イ

ス
イ

ス
ラ

エ
ル

Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ

平
均

オ
ー

ス
トラ

リ
ア

ス
ロ

ベ
ニ

ア
韓

国
メ

キ
シ

コ
ポ

ー
ラ

ン
ド

イ
タ

リ
ア

カ
ナ

ダ

ル
ク

セ
ン

ブ
ル

ク
ド

イ
ツ

ス
ペ

イ
ン

ハ
ン

ガ
リ

ー

チ
リ

チ
ェ

コ

日
本

ス
ロ

バ
キ

ア

【初等中等教育段階】公財政教育支出の対ＧＤＰ比（2009年）

2.7％

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

2.7％

（単位：％）

OECD平均 3.7％ OECD平均 3.8％

４

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）「図表でみる教育（2012）」（OECD）より作成。
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【高等教育段階】公財政教育支出の対ＧＤＰ比（2009年）

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

0.8％
0.5％

OECD平均 1.1％

OECD平均 1.4％

５

（単位：％）

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）「図表でみる教育（2012）」（OECD）より作成。
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【全教育段階】在学者一人当たり公財政教育支出（2009年）

OECD平均 7,407

OECD平均 8,274

7,405 7,838

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

（単位：米ドル）

○我が国の在学者一人当たり公財政教育支出は、全教育段階ではＯＥＣＤ平均をわずかに下回る。
特に就学前教育と高等教育段階では国際的に低い。

６

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）機関補助のみ：「図表でみる教育（2012）」（OECD）に基づき作成。ただし、ドイツ及びアイルランドの値はOECD.Statisticsより作成（算出方法は下記参照（※））。平均値は、ドイツ及びアイルランドを除いた値。
機関補助＋個人補助：OECD.Statisticsより作成（各国各教育段階において、「公財政支出合計÷在学者数÷購買力平価」（※）により算出）。
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【就学前教育段階】在学者一人当たり公財政教育支出（2009年）

OECD平均 5 ,379

2,565
2,565

OECD平均 5,523

機関補助
＋

個人補助

機関補助のみ

７

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）機関補助のみ：「図表でみる教育（2012）」（OECD）に基づき作成。ただし、ドイツ及びアイルランドの値はOECD.Statisticsより作成（算出方法は下記参照（※））。平均値は、ドイツ及びアイルランドを除いた値。
機関補助＋個人補助：OECD.Statisticsより作成（各国各教育段階において、「公財政支出合計÷在学者数÷購買力平価」（※）により算出）。
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【初等中等教育段階】在学者一人当たり公財政教育支出（2009年）

OECD平均 7,745 OECD平均 8,188

7,779 7,779

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

（単位：米ドル）

８

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）機関補助のみ：「図表でみる教育（2012）」（OECD）に基づき作成。ただし、ドイツ及びアイルランドの値はOECD.Statisticsより作成（算出方法は下記参照（※））。平均値は、ドイツ及びアイルランドを除いた値。
機関補助＋個人補助：OECD.Statisticsより作成（各国各教育段階において、「公財政支出合計÷在学者数÷購買力平価」（※）により算出）。
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【高等教育段階】在学者一人当たり公財政教育支出（2009年）

OECD平均 8,810 OECD平均 11,735

6,102 8,416

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

９

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）機関補助のみ：「図表でみる教育（2012）」（OECD）に基づき作成。ただし、ドイツ及びアイルランドの値はOECD.Statisticsより作成（算出方法は下記参照（※））。平均値は、ドイツ及びアイルランドを除いた値。
機関補助＋個人補助：OECD.Statisticsより作成（各国各教育段階において、「公財政支出合計÷在学者数÷購買力平価」（※）により算出）。



国の予算の全体像

10

※｢文教関係予算｣は、主要経費｢文教及び科学振興費｣のうち｢科学技術振興費｣を除いたものである。
※【 】内は東日本大震災復興特別会計を算入したもの。なお、平成24年度政府総支出には東日本大震災復興特別会計繰入れを含む。
※平成24年度社会保障費：・歳出予算（36.5％分）と税制抜本改革により確保される財源を充てて償還される「年金交付国債」により基礎年金国庫負担２分の１を確保。

・年金差額分（社会保障関係費に限る）は、2兆5,044億円。
・年金差額分を考慮すると、２０１２年の社会保障関係費の一般歳出に占める割合は、約５４％。

※⑤その他は科学技術振興費を含む。

○政府全体では一般歳出に占める社会保障関係経費の割合が増加する中で、文教関係予算の割合は
概ね８％を維持。

政府総支出 (１)国債費 (２)地方交付税
　　交付金等

※()内は
政府総支出に
占める割合

※〈〉内は
一般歳出に
占める割合

①社会保障
関係費

②文教関係予算 ③防衛 ④公共事業 ⑤その他

平成20年度 4,895,201 830,613 201,632 156,136 472,845 217,829 39,395 47,796 67,352 100,473

(24.3%) (18.8%) (56.9%) 〈46.1%〉 〈8.3%〉 〈10.1%〉 〈14.2%〉 〈21.2%〉

平成21年度 4,738,590 885,480 202,437 165,733 517,310 248,344 39,228 47,741 70,701 111,296

(22.9%) (18.7%) (58.4%) 〈48.0%〉 〈7.6%〉 〈9.2%〉 〈13.7%〉 〈21.5%〉

平成22年度 4,793,492 922,992 206,491 174,777 541,724 272,686 42,419 47,903 57,731 120,985

(22.4%) (18.9%) (59%) 〈50.3%〉 〈7.8%〉 〈8.8%〉 〈10.7%〉 〈22.3%〉

平成23年度 4,469,621 924,116 215,491 167,845 540,780 287,079 41,641 47,752 49,743 114,565

(23.3%) (18.2%) (58.5%) 〈53.1%〉 〈7.7%〉 〈8.8%〉 〈9.2%〉 〈21.2%〉

平成24年度
903339

【941,093】
219,442 165,940 512,450 263,901

41,095
【42,737】

47,138 45,734 114,582

(24.3%) (18.4%) (56.7%) 〈51.5%〉 〈8.0%〉 〈9.2%〉 〈8.9%〉 〈22.4%〉

平成２０年度～
２４年度の変化 -8.7% 8.8% 8.8% 6.3% 8.4% 21.2% 4.3% -1.4% -32.1% 19.5%

名目ＧＤＰ
(３)一般歳出



%7.63,27345,974（復興特別会計入り）

%2.186241,957
平成25年度
概算要求額

%2.61,09542,737（復興特別会計入り）

%△ 1.3△ 54641,095
平成24年度
予 算 額

%△ 1.8△ 77841,641
平成23年度
予 算 額

%8.13,19142,419
平成22年度
予 算 額

%△ 0.4△ 16439,228
平成21年度
予 算 額

%0.511439,395
平成20年度
予 算 額

対前年度
増△減

文教関係予算年度

平成20→24年度の伸び：1,700億円増（４.３%増） ※復興特別会計除く

※｢文教関係予算｣は、主要経費｢文教及び科学振興費｣のうち｢科学技術振興費｣を除いたものである。

※20年度及び21年度の対前年度比較は、組替後の比較である。

国の文教関係予算の推移

11

○第１期基本計画の期間中（平成20～24年度）に、我が国の文教関係予算は1,700億円増（4.3％増）。
平成22年度には公立高校の授業料無償制及び高等学校等就学支援金の開始などにより前年度比3,191億円増
（8.1％増）。

公立高校の授業料
無償制及び高等学
校等就学支援金の
開始



○平成20年度文部科学省予算（第１期計画初年度） ○平成24年度文部科学省予算（第１期計画 終年度）

文部科学省予算の内訳

12
（出典）文部科学省ＨＰより作成。



政府の一般会計歳出
９０．３兆円

●文教関係予算 ４兆１，０９５億円【一般歳出比８．０％】

○国の財政の構成（平成２４年度）（復興特別会計を除く）

地方財政の総額
９４．８兆円

（国庫補助金等を含む）

■学校教育費（※３） 12兆7,956億円
（うち、人件費が約8.１兆円）（※４）

■社会教育費 1兆5,835億円
■教育行政費 9,444億円
■生涯学習関連費 1,350億円

○地方財政の構成（平成２２年会計年度）

（出典）国の財政：文部科学省調べ
地方財政：総務省「平成24年版地方財政白書」、文部科学省「平成23年度地方教育費調査中間報告」、文部科学省「平成23年度学校基本調査報告書」、

日本私立学校振興・共済事業団「平成23年度版今日の私学財政」に基づき作成（全て平成２２会計年度）

文部科学省予算
５．４兆円

【一般歳出比１０．５％】

国・地方の教育関係費

13

○国の文教予算のうち、義務教育費国庫負担金約1.5兆円で約38％を占める。
地方の教育関係費のうち、多くは学校教育費であり、このうち約70％が人件費である。（※１）

政府の一般歳出
５１．２兆円

■義務教育費国庫負担金
■公立高校の授業料無償制及び

高等学校等就学支援金
■国立大学法人運営費交付金
■私学助成関係予算

1兆5,575億円

3,960億円
1兆1,366億円

4,330億円
など

※「文教関係予算」は、主要経費「文教及び科学振興費」のうち 「科学技術振興費」を除いたもの。

地方の教育関係費総額１７．７兆円
【地方財政総額費１８．７％】

科学技術予算等

国庫補助金等

●教育関係費 １５兆４，５８５億円（※２）

※１ 公立学校（大学・短大は除く）に占める人件費の割合。 ※２ 国庫補助金等を除いた額。
※３ 公立高等学校授業料不徴収交付金2,383億円を含む。
※４ 学校教育費には公立大学・短大にかかる経費及び私立学校への補助金を含むが、

8.1兆円には公立大学・短大及び私立学校の人件費は含まない。



２．教育費負担

15



41,641 41,095 41,957

54,414 54,965 54,921 55,237 55,091 52,238
48,365

43,959
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14

○国と地方の教育費の割合を見た場合、地方の負担する割合が大きい。

出典：各年度版地方教育費調査等に基づき作成。

234,588

（42,737） （45,974）

※文教費総額とは、学校教育、社会教育（体育・文化関係、文化財保護含む）及び教育行政のために国及び地方公共団体が支出した総額の純計である。
※国の文教予算とは、文部科学省所管当初予算における主要経費「文教及び科学振興費」のうち「科学技術振興費」を除いたものである（括弧内の値は復興特別会計を含む額）。
※いわゆる三位一体の改革における国庫補助負担金改革により、平成１５年度から平成１８年度までの間、地方への税源移譲の対象として約１．３兆円が減額されている。
※平成２５年度は文教関係予算概算要求額。



大学卒業までにかかる教育費

幼稚園～高等学校：文部科学省「平成22年度子どもの学習費調査報告書」に基づいて作成
大学：独立行政法人日本学生支援機構「平成22年度学生生活調査報告」に基づいて作成

（単位：円）

16

○大学卒業までにかかる平均的な教育費（下宿費、住居費等は除く）は、全て国公立でも約800万円。
全て私立だと約2,200万円に上る。

※幼稚園～高等学校：学校教育費、学校給食費及び学校外活動費の合計
大学：授業料、その他の学校納付金、修学費、課外活動費、通学費の合計（学費）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 大学

5,267,200

5,267,200

5,267,200

7,664,922

7,735,7222,697,200

11,254,300

12,834,276

15,294,379

22,283,669

2,626,400

5,267,200

3,839,6218,810,6871,610,918 2,755,243

1,821,3971,610,918 2,755,2433,839,621

1,821,3971,610,918 2,755,2431,379,518

すべて私立

662,340 1,821,397 1,379,518

662,340 1,821,397 1,379,518

1,610,918 1,821,397 1,379,518
幼稚園及び大学は私立、

他は公立

小学校及び中学校は公立、
他は私立

小学校だけ公立

区分

高校まで公立、
大学のみ国立

すべて公立

1,175,267

1,175,267

学習費等（※）総額
合計

1,175,267



0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55

第１子
幼稚園

第２子
幼稚園

第１子小学校

第２子小学校

第１子
中学校

第２子
中学校

第１子
高 校

第１子大学

第２子
高 校

第２子大学

初

婚

第

１

子

出

産

第

２

子

出

産

44%

28%
22%

（出典）文部科学省「平成22年度子どもの学習費調査」（2012年）、独立行政法人日本学生支援機構「平成22年度学生生活調査報告」（2012年）、
総務省統計局「平成22年度家計調査年報」（2011年）

平均可処分所得 第２子負担 第１子負担

注１ グラフ中の赤字は教育費の負担割合を示す。
注２ 教育費負担：幼稚園は私立の学習費総額、小・中・高は公立の学習費総額（学校教育費、学校給食費及び学校外活動費の合計）、

大学は私立大学・昼間部の場合の学費（授業料、その他の学校納付金、修学費、課外活動費、通学費の合計であり、住居費等を含まない）を使用。
注３ 可処分所得：2人以上の勤労者世帯。世帯主の年階級別1世帯当たり1ヶ月間の可処分所得を年換算。55歳の数値は55～59歳の平均を使用。

家計における教育費負担

○大学生が２人いる家庭では、可処分所得の半分近く（約44％）を教育費（下宿費、住居費等は除く）が占める。
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○子育ての不安要因は、「経済的負担の増加」（71.1%）が も多く、他の要因を大きく引き離している。

○経済的な負担として大きいと思うのは、大学等の学校教育費（68.9%）との回答が も多く、就学前教育
費等（34.8%）、小中高の学校教育費（31.5%）などの回答が続く。

子育てをすることは、大きな経済負担がかかると思うか
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教育費負担に関する国民の意識調査結果
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教育費の公費・私費負担割合
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ＯＥＣＤ平均

ドイツ

フランス

イギリス

アメリカ

日本

公費負担割合

家計負担割合

その他の私費負担割合

私費負担割合総計

就学前教育

初等中等教育

高等教育

（出典）「図表でみる教育（2012）」
（OECD）に基づき作成。

※ドイツとＯＥＣＤ平均については
家計負担割合が不明。

※その他私費負担に含まれるのは、
寄付金収入、産学連携収入、資
産売却収入など。

※奨学金などの私的（部門）補助
は、公費負担割合には含まれな
い。
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○我が国は国際的に教育費に占める家計負担の割合が大きく、特に就学前教育及び高等教育段階が顕著。



年齢０ ３ ６ ９ １２ １５ １８ ２２歳

就学援助
（学用品、学校給食、修学旅行費等。6万4千円／年）

※要保護・準要保護の平均
※地方＋国費の額

（※平成22年度実績）

義務教育教科書無償給与
（教科書費平均：小学校3.3千円、中学校4.8千円/年）

(独)日本学生支援機構奨学金事業
（・無利子（私立大学自宅外）：3,6.4万円/月から選択）
（・有利子（大学）：3,5,8,10,12万円/月から選択）

［幼稚園］ ［小学校］ ［小学校］ ［中学校］ ［高校］ ［大学］

義務教育の無償
（国公立学校における義務教育は無償（授業料不徴収））

奨学金事業
（・高校奨学金：全都
道府県で実施月額例
自宅：国公立1.8万円、

私立3万円／月）

授業料の減免
（・すべての国立大学法人に減免制度あり。
運営費交付金の算定にあたって考慮）
（・私立大学が行う減免措置に対して、国が
1/2以内を補助）

幼稚園就園
奨励費補助

・生活保護世帯
公立2万円、
私立22万6千円/年

・市町村民税非課税世
帯（市町村民税所得割
非課税世帯含む）
私立19万6千円/年
（地方＋国費の額）

等

※第1子の補助単価

給与型の経済的支援
（・TA（ティーチング・アシスタン
ト）：一人当たり12.6万円/年）

（・RA（リサーチ・アシスタント）：
一人当たり56万円/年）
（※平成21年度実績）

［大学院］

義務教育費国庫負担金 1兆5575億円

私立高等学校等経常費助成費等補助 1003億円

地 方 財 政 措 置

私立大学等経常費補助 3187億円

国立大学法人運営費交付金
1兆1366億円

学校への

主な支援

児童手当
（３歳未満：1万5千円/月、３歳以上：第２子まで1万円/月、

第３子以降1万5千円/月、中学生：一律1万円/月）

公立高校の授業
料無償制・
高等学校等就学
支援金制度
・公立は不徴収
・私立等は年額約12
万円、低所得世帯に
は所得に応じ1.5倍か
ら2倍額を上限として
助成

扶養控除
（所得税：38万円、

住民税：33万円
の所得控除）

特定扶養控除
（所得税：63万円、

住民税：45万円
の所得控除）

※金額は平成24年度予算に基づき作成。復興特別会計を除く。

年齢層別の教育費等の主な負担軽減策
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３．教育需要の動向（人口と進学率等）
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０～２歳 3,264千人 ＞ 3,116千人 【約９６％】 ＞ 2,771千人 【約８９％】

３～５歳 3,497千人 ＞ 3,185千人 【約９１％】 ＞ 2,980千人 【約９４％】

６～11歳 7,155千人 ＞ 6,643千人 【約９３％】 ＞ 6,299千人 【約９５％】

12～14歳 3,605千人 ＞ 3,549千人 【約９９％】 ＞ 3,261千人 【約９２％】

15～17歳 3,821千人 ＞ 3,595千人 【約９４％】 ＞ 3,482千人 【約９６％】

18～21歳 5,662千人 ＞ 4,849千人 【約８５％】 ＞ 4,781千人 【約９９％】

小計 27,004千人 ＞ 24,938千人 【約９２％】 ＞ 23,574千人 【約９５％】

65歳以上人口 25,672千人 ＜ 30,831千人【約１２０％】 ＜ 35,182千人【約１１４％】

人口計 127,768千人 ＞ 127,498千人 【横ばい】 ＞ 125,739千人 【約９９％】

平成17年 平成29年 【平成24年比】

出典：平成17年人口は総務省「国勢調査」（平成17年）をもとに作成、
平成24年及び平成29年人口は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年）から推計

※「全国将来推計人口」は出生中位・死亡中位の統計を使用

０歳～２１歳人口の推移（今後５年間）

22

○第２期計画期間（平成２５～２９年度）においては、０～２１歳人口に急激な減少は見られない。

平成24年 【平成17年比】
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出生数及び合計特殊出生率の推移
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図１ 出生数及び合計特殊出生率の年次推移

1 360 974人

昭和41年

ひのえうま

平成23年推計数

1 057 000 人

平成･年

23

注：1) 昭和47年以前は沖縄県を含まない。平成18年までは確定値、平成19年は推計値である。
2) 合計特殊出生率（期間合計特殊出生率）とは、その年次の15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、１人の女子が仮に

その年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子ども数に相当する。
（出典）厚生労働省ＨＰより作成



○大学・短期大学への進学率は上昇し、平成17年度には50％を超え、現在56．8％。
○大学・短期大学・高専・専門学校への進学率についても上昇し、現在79.7％。

○大学・短期大学への進学率は上昇し、平成17年度には50％を超え、現在56．8％。
○大学・短期大学・高専・専門学校への進学率についても上昇し、現在79.7％。

１８歳人口と進学率等の推移

24

16 18 20 21 22 25 29 31 33 33 33 36 38 39 41 42 42 43 43 41 41 41 41 42 42 41 44 47 47 48 49 52 54 55 56 57 58 59 59 59 60 60 61 60 60 60 60 61 61 61 62 61

4 5 6 6 6
8

11 12 13 13 13
14 14 15 16

17 17 18 18
21 22 22 23 24

25 25 25 24 23 22 21 19 17 14 13 12 11

15 18 18 19 20 20 22 22 21
25

27 29 31
34

35 36 36 34 34 34 33 32 31 31 31 33 34
26

18 18 18 18 18 18 17

11 10 9 8 8 7 7 75

34 33 30 28 25 25 27

103
108

200

190
197

177

140

195

249
243

236

213

195

185

174
167

162
156154

162
158156158161164

185
188188

193
201

204205
198

186

177
173

168
162

155151151150
146

141
137

133130
124121122120119

123
118118120119120118118117114112

106106107
104106

172
168

156

93 96
102 99

87

116

156
160160

150

140
136

132133134133133
140139138140

142145
152

148

137

162165165
170

177
180181

176

166
159155

150
144

136
133133132

128
124120

117115
109107107

92.1%

79.5%

61.3%

56.7%

0

50

100

150

200

250

300

35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

　
（

万

人
）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大学入学者数（万人）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

大学：     51.0%

短大：      5.7%

高専４年次：0.9%

専門学校： 21.9%

大学：55.4%

短大： 5.9%

進学率２（大学＋短大）

高専４年次在学者数

大学：51.0%

短大： 5.7%

（年度）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数

● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数
18歳人口

● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数
18歳人口

○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数

当該年度の大学・短大志願者数

（出典）文部科学省「学校基本調査報告書」等に基づき、文部科学省作成。
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社会人入学者の推移等

ＯＥＣＤ各国平均：２１．１％

【大学型高等教育機関】

出典：ＯＥＣＤ教育データベース（2009年）。ただし、日本の

数値については、「学校基本調査」及び文部科学省調べに
よる社会人入学生数。

○25歳以上の大学型高等教育機関入学者の割合

（注）「学び直しのために大卒者が再度大学に入学する場合」
のみならず「高卒者が一定期間を経て２５歳以上に進学する
場合」も含まれる。

このため、大学進学前の就学経験に関する価値観や兵役
義務などの文化的・制度的背景から相当程度影響を受ける
ことに留意が必要。

25

○社会人入学者数の推移（大学院）

※ 出典：大学課調べ，学校基本調査報告書

※ 通信及び放送大学の社会人入学者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに，
通信制学生のうち職についている学生の割合から按分）。

○社会人の大学院への入学者数
は、1万8千人を超える。

○他国との文化的・制度的背景
の違いはあるものの、日本の25
歳以上の大学等への入学者割

合は、国際的に 低水準。
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海外の大学等に在籍する日本人学生数 外国人学生受入れ人数

受入れ

派遣

【注】 受入れ（各年5月1日現在）：文部科学省、日本学生支援機構調べ 派遣 ：OECD、IIE、ユネスコ文化統計年鑑等調べ

学生交流の推移

○ 外国人留学生の受入れ数は、概ね増加傾向。2011年は、震災の影響もあり、減少。

○ 海外留学する日本人学生数は、２００４年の８．３万人をピークに減少傾向にあり、２００９年は６．０万人。
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修士号、博士号取得者数
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数値である。）
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合計
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2,158人
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3,116人

合計
1,592人

合計
210人

○我が国の人口100万人当たりの修士号取得者は約600人（英国の19％、米国の27％）。

○我が国の人口100万人当たりの博士号取得者は約130人（英国の45％、米国の59％）。
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307人
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27
出典：NSF Science and Engineering Indicators 2012より作成

主要国における人口100万人当たりの専攻分野別修士号取得者（2008年） 主要国における人口100万人当たりの専攻分野別博士号取得者（2008年）

出典：文部科学省「教育指標の国際比較」（平成23、24年版）出典：文部科学省「教育指標の国際比較」（平成23、24年版）

○我が国の自然科学系の博士号取得者は、約7千人

一方、中国及びアメリカでは自然科学系の博士号

取得者がこの５年間で大きく増加。



４．我が国の財政構造等
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(年度末）

（兆円）

４条公債残高

特例公債残高

平成24年度末公債残高
約７０９兆円　（見込み）

↓

国民１人当たり　 約５５４万円
　　　４人家族で　約２，２１４万円

※勤労者世帯の平均年間可処分所得
約５１６万円

（平均世帯人員　3.4１人）

（注）可処分所得、世帯人員は、総務省「平成２２年家計調査年報」に

よる。

復興債残高

我が国の公債残高

（注１）公債残高は各年度の３月末現在額。ただし、平成23年度末は4次補正後

予算に基づく見込み、平成24年度末は政府案に基づく見込み

（注２）特例公債残高は、国鉄長期債務、国有林野累積債務等の一般会計承

継による借換国債を含む。

（注３）平成23年度及び平成24年度の公債残高は、東日本大震災からの復興

のために平成23年度～平成27年度まで実施する施策に必要な財源について、

復興特別税の収入等を活用して確保することとし、これらの財源が入るまでの

間のつなぎとして発行した復興債を含む（平成23年度末：11.6兆円、平成24年

度末：12.7兆円）。

（注４）平成24年度末の翌年度借換のための前倒債限度額を除いた見込額は

697兆円程度。
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○我が国の公債残高は７０９兆円。
これは一般会計税収の約１７年分に相当
する（平成24年度一般会計税収予算額）。
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カナダ

○政府債務残高の対GDP
の国際比較(2009年)

日 本 ：219.1％
フランス： 102.4％
アメリカ ： 103.6％
イギリス： 97.2
ド イ ツ： 87.3％

○我が国政府債務残高は上昇し続けて
おり、主要先進国の中でも大きい。

出典：OECD「Economic Outlook No 90 ( 2011年12月)」

出典：財務省ＨＰ



※日本においては、消費税増税の実施により、国民負担率が数ポイント上昇することが見込まれる。

（出典）日本：内閣府「国民経済計算」等、諸外国：OECD “Revenue Statistics 1965-2010” 及び 同 “National Accounts 2003-2010”。

国民負担率の国際比較（対所得費）
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○日本の国民負担率は、現状としては国際的には高くない。



我が国の財政の見通し

○「財政運営戦略」（平成２２年６月２２日閣議決定）では、基礎的財政収支（プライマリーバランス（ＰＢ））について、
①遅くとも2015 年度までにその赤字の対ＧＤＰ比を2010 年度の水準から半減、②遅くとも2020 年度までに黒字

化、することを目標としている。

第 2 期 教 育 振 興 基 本 計 画 期 間
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基礎的財政収支対象経費 71兆円

（中期財政フレーム（H24.8閣議決定）

（兆円）

PB黒字化

「毎年半ば頃、中期財政フレームの改
訂を行い、翌年度以降３年間の新た
な中期財政フレームを定める。」財政
運営戦略（平成22年6月閣議決定）

その他
37

社会
保障
26

国債費
22

4
月

消
費
税
8％

社会保障 自然増

（毎年度 1兆円程度）

10
月

消
費
税
10％

ＰＢのＧＤＰ比
△6.7%

ＰＢのＧＤＰ比
△3.4%

文教・科学
5

※経済財政の
中長期試算（平
成24年8月,内閣
府）では、「2020
年の基礎的財
政収支は対ＧＤ
Ｐ比▲2.9となり、

黒字化目標達
成のためには更
なる収支改善が
必要」（慎重シナ
リオ）としている。
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